






















































































の法律適用問題について、一部の国家は配分的適用を執行することを主張し、養子縁組に関して異なる法律選択規則 規定している。例えば オーストリア、ブルガリアがそれである。又、一部の国家は、単一的適 の方法を採用して、渉外養子縁組問題について分割する必要がないと主張し、同一準拠法の適用を主張して る。例えば、日本、スイス、ドイツがそれであ また、具体的に、養子 関する法律適用規則問題について、諸国の取り扱 は、以下の通りである。例えば、スイスは、裁判所所在地法を適用する
（スイス裁判所は、
養親または養子縁組夫婦双方の住所 がスイス あ か、または、一方がスイス国籍を有す ことによ 、養子縁組の管轄権があるため、実際は、養親の属人法である）
。それに対して、養親




























































の扶養、夫婦相互間の扶養およびその他の扶養関係者の間の扶養は、被扶養者と密接関連を有する 家の法律を適用すべきと定めている。扶養者と被扶養者の国籍、住所および被扶養者を扶養する財産所在地のいずれも被扶養者と密接関連を有する法律と見做すことができる」と指摘している。連性の原則を渉外扶養の領域に適用することは 中国の渉外扶養法律適用方法への一つ 試みと認められ が、しかし同項の適用性は低く、しかも 扶養権利者への保護 明確に反映されていない。本条は、裁判官が多数 律 から扶養権利者に有利と る法律の選択を認め こ を明 かに規









一方の当事者の常居所地の法律または国籍国の法律 うち、被監護人 権益の保護に有利であ 適用 」と規定している。　
それに対して、建議稿第三五条「監護」は、次のような規
定である。　「監護は、被監護人に最も有利となる一方当事者の本国法、住所地法または常居所地法を適用する。 」　本条は、監護に関する法律適用の規定である。諸国の監護























徴として、弱者たる未成年の子、扶養権利者、被監護人の利益保護が考慮されてい 点 指摘す ができるであろう。そのために採用されている規則は、実質的判断を行った
上で準拠法を決定するという選択的適用の規則である。もっとも、その点については、現行の中国国際私法もほぼ同様であり、現行法 妥当性を確認することができる。今後、養子縁組について、その立場がいかように導入されるべきかが課題となるであろう。
（じょ・ずいせい
　
東洋大学法学部非常勤講師）
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